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尾張旭市低入札価格調査実施要領 

（趣旨）  

第１条 この要領は、尾張旭市が発注する建設工事（以下「工事」という。）

の入札について、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」

という。）第１６７条の１０第１項及び第１６７条の１０の２第２項（令第

１６７条の１３において準用する場合を含む。）に規定する落札者の決定の

ための調査制度を適用する場合の事務の取扱いに関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 この要領において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

 ⑴ 低入札価格調査 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込み

をした者の申込みに係る価格によっては、その者により当該契約の内容に

適合した履行がなされないおそれがあるか否かを確認するための調査をい

う。 

 ⑵ 調査基準価格 前号に定める低入札価格調査を行う基準として設定した

価格をいう。 

 ⑶ 失格基準価格 前号に定める調査基準価格を下回った場合に、低入札価

格調査を行うまでもなく当該契約の内容に適合した履行がなされないと判

断し、その者のした入札を失格とする基準として設定した価格をいう。 

（対象工事） 

第３条 この要領の対象となる工事は、次に掲げるものとする。 

⑴ 総合評価落札方式で発注する工事 

⑵ 市長が必要に応じて決定する工事 

（調査基準価格） 

第４条 工事における調査基準価格は、工事における調査基準価格は、次項に掲

げる額に１００分の１１０を乗じて得た額とする。 

２ 別表第１に定める工事の種類に応じて、予定価格の算出の基礎となった同

表の①から⑤までに掲げる額の合計額（その額に１，０００円未満の端数が

生じたときは、その端数金額を切り捨てた額）とする。ただし、当該合計額

が予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」という。）

に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合にあっては１０分の９．２を

乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数

金額を切り捨てた額）とする。また、入札書比較価格に１０分の７．５を乗
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じて得た額に満たない場合にあっては１０分の７．５を乗じて得た額（その

額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り上げた額

）とする。 

 

３ 特別なものについては、契約ごとに１０分の７．５から１０分の９．２ま

で範囲内で定める割合を予定価格に乗じて得た額とする。 

（入札参加者への公表及び周知） 

第５条 調査基準価格を定めたときは、一般競争入札については入札公告に、

指名競争入札については指名通知書に調査基準価格及び失格基準価格を定め

ている旨を記載し、事前に入札参加者に周知するものとする。 

２ 調査基準価格は、落札決定後に速やかに公表する。 

（低入札価格調査） 

第６条 開札の結果、調査基準価格未満の申込価格での入札（以下「低入札」

という。）が行われた場合は、落札の決定を保留するものとする。 

２ 前項の入札が行われた場合には、低入札を行った者のうち最低価格入札者

又は総合評価における評価値が最も高い者（以下「低入札者」という。）に

対し、速やかに、次に掲げる内容を記載した資料の提出を求め、必要に応じ

て事情聴取等の調査を行うものとする。 

⑴ 低入札となる価格により入札した理由 

⑵ 手持ち工事又は業務の状況 

⑶  手持ち資機材又は機器の状況 

 ⑷ 資機材購入先及び購入先と入札者との関係 

⑸ 配置予定技術者の経歴（資格、実績、手持ち量） 

⑹ 労務者の確保及び下請負業者の利用計画 

⑺ 官公庁（国、地方公共団体に限る。）が発注した同種又は類似案件の受

注実績 

⑻ 経営状況（決算状況、金融機関との関係等） 

⑼ 信用状況（建設業法（昭和２４年法律第１００号）違反の有無、賃金不

払いの状況等） 

⑽ その他必要な事項 

３ 市長は、前項の規定による調査結果（以下「調査結果」という。）を低入

札価格調査書（第１号様式）に記入するものとする。 

４ 低入札者は、第２項の調査を求められた場合には、これに応じなければな

らない。この場合において、調査に応じないときは、落札者としないものと
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する。 

（調査の結果） 

第７条 市長は、前条の規定による調査を実施したときは、その調査結果を尾

張旭市入札参加資格要件等審査委員会（以下「委員会」という。）に報告し、

意見を求めるものとする。 

（落札者の決定） 

第８条 市長は、委員会の意見により当該契約の履行が確保できると認めた場

合は、当該低入札者を落札者に決定するものとし、当該契約の履行が確保で

きないと認めた場合は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他

の者のうち、最低価格入札者又は総合評価における評価値が次に高い者（以

下これらを「次順位者」という。）を落札者として決定するものとする。 

２ 次順位者が低入札に該当したときは、前２条及び前項の規定を準用する。 

３ 前２項の規定により落札者が決定した場合には、直ちにその旨を入札参加

者に通知しなければならない。 

（失格判断基準） 

第９条 前条の規定にかかわらず、調査基準価格を下回った入札のうち、次に

掲げるいずれかに該当する入札は、失格とする。 

 ⑴ 入札価格の積算内訳である直接工事費の額が、予定価格算出の基礎とな

った直接工事費の額に１０分の９を乗じて得た額未満である場合 

 ⑵ 入札価格の積算内訳である共通仮設費の額が、予定価格算出の基礎とな

った共通仮設費の額に１０分の８を乗じて得た額未満である場合 

 ⑶ 入札価格の積算内訳である現場管理費の額が、予定価格算出の基礎とな

った現場管理費の額に１０分の８を乗じて得た額未満である場合 

 ⑷ 入札価格の積算内訳である一般管理費等の額が、予定価格算出の基礎と

なった一般管理費等の額に１０分の３を乗じて得た額未満である場合 

２ 前項の規定にかかわらず、別表第２に掲げる工事については、同表の工事

の種類に応じて失格判断基準のいずれかに該当する入札を失格とする。 

 

附 則  

この要領は、平成３０年４月１日から施行し、同日以後に公告その他の申込

みの誘引が行われる契約について適用する。 

   附 則 

 この要領は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則  

この要領は、令和７年４月１日から施行し、同日以後に公告その他の申込み
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の誘引が行われる入札について適用する。 

 

別表１（第４条関係） 

工事の種類 ① ② ③ ④ ⑤ 

１ 土木工事

（ただし、

２及び３に

該当する工

事を除く。） 

直接工事費の

額に１０分の

９．７を乗じ

て得た額 

共通仮設費の

額に１０分の

９を乗じて得

た額 

現場管理費の

額に１０分の

９を乗じて得

た額 

一般管理費等

の額に１０分

の６．８を乗

じて得た額 

 

２ 機械設備

工事、電気

通信工事及

び下水道用

機械・電気

設備工事の

積算基準に

基づき積算

する工事（

ただし、３

に該当する

工事を除く。

） 

機器単体費の

額に１０分の

９．２を乗じ

て得た額 

直接工事費の

額に１０分の

９．７を乗じ

て得た額 

共通仮設費の

額に１０分の

９を乗じて得

た額 

現場管理費の

額に１０分の

９を乗じて得

た額 

一般管理費等

の額に１０分

の６．８を乗

じて得た額 

３ 公共建築

工事積算基

準に基づき

積算する工

事 

直接工事費の

額に１０分の

９を乗じて得

た額に１０分

の９．７を乗

じて得た額 

共通仮設費の

額に１０分の

９を乗じて得

た額 

直接工事費の

額に１０分の

１を乗じて得

た額と現場管

理費の額の合

計額に１０分

の９を乗じて

得た額 

一般管理費等

の額に１０分

の６．８を乗

じて得た額 

 

 

 

別表２（第９条関係） 
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工事の種類 失格判断基準 

１ 機械設備工

事、電気通信

工事及び下水

道用機械・電

気設備工事の

積算基準に基

づき積算する

工 事 （ た だ

し、２に該当

する工事を除

く。） 

１ 入札価格の積算内訳である機器単体費の額と直接工事費の額

の合計額が、予定価格算出の基礎となった機器単体費の額に１

０分の８．１を乗じて得た額と直接工事費の額に１０分の９を

乗じて得た額の合計額未満である場合 

２ 入札価格の積算内訳である共通仮設費の額が、予定価格算出

の基礎となった共通仮設費の額に１０分の８を乗じて得た額未

満である場合 

３ 入札価格の積算内訳である現場管理費の額が、予定価格算出

の基礎となった現場管理費の額に１０分の８を乗じて得た額未

満である場合 

４ 入札価格の積算内訳である一般管理費等の額が、予定価格算

出の基礎となった一般管理費等の額に１０分の３を乗じて得た

額未満である場合 

２ 公共建築工

事積算基準に

基づき積算す

る工事 

１ 入札価格の積算内訳である直接工事費の額に１０分の９を乗

じて得た額が、予定価格算出の基礎となった直接工事費の額に

１０分の９を乗じて得た額に１０分の９を乗じて得た額未満で

ある場合 

２ 入札価格の積算内訳である共通仮設費の額が、予定価格算出

の基礎となった共通仮設費の額に１０分の８を乗じて得た額未

満である場合 

３ 入札価格の積算内訳である直接工事費の額に１０分の１を乗

じて得た額と現場管理費の合計額が、予定価格算出の基礎とな

った直接工事費の額に１０分の１を乗じて得た額と現場管理費

の合計額に１０分の８を乗じて得た額未満である場合 

４ 入札価格の積算内訳である一般管理費等の額が、予定価格算

出の基礎となった一般管理費等の額に１０分の３を乗じて得た

額未満である場合 
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低入札価格調査書 

開札日時 

 

    年  月  日 

工 事 名 

工事場所 

業 者 名 

調査基準

価格 
          円 入札価格            円 

⑴低入札となる価格により入

札した理由 
 

⑵手持ち工事又は業務の状況  

⑶手持ち資機材又は機器の状

況 
 

⑷資機材購入先及び購入先と

入札者との関係 
 

⑸配置予定技術者の経歴（資

格、実績、手持ち量） 
 

⑹労務者の確保及び下請負業

者の利用計画 
 

⑺官公庁が発注した同種又は

類似案件の受注実績 
 

⑻経営状況（決算状況、金融

機関との関係等） 
 

⑼信用状況（建設業法違反の

有無、賃金不払いの状況等） 
 

⑽その他必要な事項  

総合評価 

 

 

 

第１号様式（第６条関係） 


